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（ 続紙 ２ ） 
（論文審査の結果の要旨） 
我が国において、地下水の管理や保全は、長く議論の対象となってきて
いる。法的な位置づけも議論が継続されてきている。一方、平成26年に制
定された「水循環基本法」においては、対象とする「水循環」に「地下水」
が明記され、その健全さの維持・回復が目的として定められている。さら
に、地下水を特定の対象にしたいわゆる「地下水保全法」の制定を要請す
る動きも活発化してきているなど、地下水の管理や保全のあり方は健全な
水循環の保全・再生や水資源の管理において、近年改めて議論の中心的な
課題となっている。 
本論文は、こうした状況において、具体的な地域における地下水管理の
あるべき姿の提示の基礎として、まず現在の法的な枠組みの基本構造を明
確にすることを課題として研究したものである。とくに市町村等の地下水
保全条例を中心にしている。従来の研究は、条例の内容の分析やそのある
べき姿を対象とするものがほとんどであるのに対して、本論文では、条例
の全体の枠組みにおける位置づけと役割に注目し、それが所期の機能を果
たすための要件を、事例考察から考究したものである。 
その主な研究成果は以下のとおりである。 
第一に、日本において、地下水管理や保全を対象にする基本的な法が制
定されていない中で、地域における地下水の管理や保全においては、市町
村が制定した地域的な条例がその目的を果たす中心的役割を担っているこ
とと、それが関連する法律や都道府県レベルの関連条例と一体となって、
「重層的入れ子構造」を形成して機能していることを示した。 
第二には、具体的な事例考察に基づいて、地域における地下水保全条例
が実際に成立し機能するには，市町村の首長などを中心とする地域の指導
者のリーダーシップと、それを支える地域住民の水循環や地下水の保全に
対する意識が必要であることを明らかにした。 
第三には、地域的な地下水の持続的な利用や保全には、地域の住民や社
会の意識や認識の高揚が必要であり、それらを具体的に把握し客観的に評
価する手法や活用方法を提示したことである。 
以上のように、本論文は、地下水の持続的な利用と保全に関して、日本
における地域的な管理の枠組みの構造を、具体的な市町村レベルの条例の
評価を軸にして、実像を明らかにするとともに、それが機能するための要
件を明らかにした。この整理は、地下水だけでなく水循環や地域の環境保
全にも関わり、今後の地域資源管理計画に役立つものとなり、地域計画学、
地球環境学に寄与するところは大きい。 
よって本論文は、博士（地球環境学）の学位論文として価値あるものと
認める。また、申請者に対して、平成29年2月3日、論文内容とそれに関連
した内容について試問を行った結果、合格と認めた。 
 
